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基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

新総合計画の策定 1

事務事業の再編 2

基幹システム共同化の検討 2

分限処分の取扱い 4

臨時職員の任用の在り方について 4

広報広聴分野の充実 4

平成２２年度部局目標

　企画部としては、毎年度、相当数の退職者が見込まれる状況にあって、市民サービスの低下につなが
らないように、定員適正化基本方針に基づく計画的な職員採用を実施し、臨時・非常勤職員の適正な人
事管理と制度により効率的な組織・人員配置を図る。
　また、市民と協働によるまちづくりを推進するため、市民との懇談会や市長への提言などの広聴機能の
充実を図るとともに、市民の多様なニーズを施策に反映させる取り組みとして、現総合計画の検証、行政
評価制度の総合計画体系の再編などを実施し、新たなまちづくりのステップへ向けて、平成２３年度から
の新総合計画の策定を図る。

重点目標

企画部部局名



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 新総合計画の策定 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
都市経営市民会議 ＋ ２回/年 単年
パブリックコメント ＋ 実施 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
担当課ヒアリング ＋ 適宜実施 単年
経営企画本部会議等 ＋ 適宜実施 単年
基本構想の議決 ＋ 12月議会 単年

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
庁内体制の充実

企画部

取組方法１ 目標指標
市民参画の実践

《重点目標として設定した理由》
　総合計画は、地方自治法第2条第4項に定められた基本構想を形にしたものであり、まちづくりの基本方針を示した極めて重要な
計画であるため。

《現状と課題》
　現在の第3次総合計画の目標年度は平成22年度であることから、本年度中に第4次の総合計画の策定が必要となっており、既に
平成21年度に市民意識調査の実施、職員研究会及び市民討議会の実施及び都市経営市民会議の開催等の手続きを進めていると
ころである。
　今年度にあっては、各施策達成のための取り組み事項の整理等を担当課ヒアリング等を通じてまとめ、適宜その状況を都市経営
市民会議、市政経営企画本部等に報告し、方向性の指示を仰いでいくことが必要である。

《将来予測》
　平成22年12月議会への基本構想の議案の提出を目標とする。
　市民意識調査により得られた結果を十分に検証し、施策及び取り組み事項への反映を行うため、必要に応じて、都市経営市民会
議、市政経営企画本部会議等の意見を伺いながら、担当課との調整を図っていきたい。
　平成22年度上半期中には、第4次総合計画の施策の大綱を含めた大枠を作り上げたいと考える。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標２ 事務事業の再編 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
担当課ヒアリング ＋ 適宜実施 単年
経営企画本部会議等 ＋ 適宜実施 単年
新年度予算への反映 ＋ 実現 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

企画部

取組方法１ 目標指標
庁内体制の充実

《重点目標として設定した理由》
　総合計画と行政経営計画を両輪とした、選択と集中の事業実施を行うためには、行政評価制度の総合計画体系への反映が急務
であるため。

《現状と課題》
　平成20年度より、本格的に事務事業評価のＰＤＣＡサイクルを稼働させて、それぞれの事業について行政関与の妥当性、必要性、
効率性、経済性等の観点より評価を実施し、事業の見直し・休止・廃止等に取り組んでいるところであるが、これらの改善事項が総
合計画のどの施策に属するのか等が不明瞭あり、事務事業評価が施策評価に貢献していないのが現状である。
　そこで、現行の事務事業の再編を実施するとともに、総合計画のそれぞれの施策への紐付けを行う必要があると考える。

《将来予測》
　現状の事務事業を概ね次のとおり再編する。
　○基本事務事業　約300　→　約150　　　　事務事業　約1，000　→　約600～700。
　○基本事務事業を”事業”と”事務（又は業務）”に区分する。
　○総合計画のそれぞれの施策の取り組みについては、必ず基本事務事業に位置づけ評価の対象とする。
　○基本事務事業のうち、事務（又は業務）については、原則として評価の対象とせず、事務改善の対象とする。
　○それぞれの施策に関する市民意識調査を定期的に実施することにより、アウトカム・アウトプット・インプットの管理を行う。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標２ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
業務調査 ＋ 調査完了 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

企画部

取組方法１ 目標指標
コンサルタントによる業務調査を実施し共同化のメリッ
ト等を分析

○基幹システム共同化検討会の参加
　ホストコンピュータによる安定した運用を実施していますが、ハード導入後９年が経過するため故障の発生率が非常に高くなってお
り、システムダウン時の市民サービスへの影響が懸念さるためホストコンピュータの入替えの検討を行う必要がある。
　また、業務の多様化、複雑化によるシステムの改修や入替が必要となるため高額な改修費用が発生するので、基幹系（住民記
録、税、国保等）システムの再構築を検討することも必要である。

　上記の問題解決とコストの見直しを実施するため、共同化も視野に入れた取り組みを、他市町と共に検討し次期システム調達に
向けての取り組みを行う。

基幹システム共同化の検討     



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
5月から実施 ＋ 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

企画部

取組方法１ 目標指標
分限処分に関する取扱指針及び実施要領

　公務の適正かつ能率的な運営を図るため、分限の指針及び実施要領を策定し、運用実施する。

分限処分の取り扱い



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
9月確立 ＋ 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

企画部

取組方法１ 目標指標
条例整備等を含め、制度の見直し

　臨時・非常勤職員の適正な人事管理と制度の確立、運用をめざす。

臨時職員の任用の在り方について



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 広報広聴分野の充実 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
実施回数 ＋ 3 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

企画部

取組方法１ 目標指標
市政報告会（タウンミーティング）の開催

広報分野
現状：広報かしば（年１２回　毎月２１日発行）は、市政に関する記事・まちの話題・市民コーナーを中心に編集、広報かしばお知らせ
版（年１２回　毎月５日発行）市のお知らせ記事を中心に作成している。このように広報としての使い分けをしている。
　課題：①市民にとって、生活に直接関係のある事項や自身にとって必要な情報は積極的に知ろうとするが、行政情報のうち行政側
が最もねらいとする市民の理解と協力を得るための記事はなかなか読んでもらうのはむずかし。
　目標：興味をもって読んでいただくような、紙面の工夫、まちづくりへの将来(政策)をわかりやすくするような紙面の工夫、情報収集
を図る。
広聴分野
現状・課題：市政のアピール、市長の政策に市民の参画の基盤を整備する必要がある。
目標：市民と協働によるまちづくりを推進するために、市民の多様なニーズを施策に反映させる取り組みとして、市民と直接対話す
る懇談会や市長への提言などの広聴機能の充実を図るとともに、市民の相談や問い合わせに適切に答え市民サービスの向上を図
ります。
広報・広聴を両輪とした、市政(まちづくり）の充実を図る。



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

課税客体の的確な把握と新規償却資産の掘り起こしにより税収の確保を図る。 1

現年収納率の向上と滞納対策の強化により滞納額の縮小を目指す。 1

安定的な財政基盤の構築により持続可能な財政運営を目指す。 1

入札制度・契約業務の透明性・公平性の確保と競争性の向上に努める。 4

備品システムの導入により備品台帳のデータベース化を図る。 5

6
公文書の適正な管理・情報公開制度の適切な運用、個人情報の保護及び市行政運

営の基盤となる条例・規則の整備に努める。

平成２２年度部局目標

重点目標

総　　務　　部部局名

　市の財政状況は、健全化判断比率の１指標である実質公債費比率が依然高い水準で推移し、財政構造の
弾力性を示す経常収支比率も上昇し財政の硬直化が進行する厳しい状況にある。このため、中長期的な変
動等にも耐えうる持続可能な健全財政の確立に努める。その一方で、地方分権が進み市民ニーズも多様化
する中、市民サービスの質の充実を図るため、総務部としては、市行政全般の基盤としての条例・規則の整
備、また、市の重要な経営資源である税、財政、市財産を管轄しており、これらの効率的かつ効果的な資源
配分を図るとともに適正な管理に努める。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 課税客体の的確な把握と新規償却資産の掘り起こし 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

償却資産の申告 ＋ ３０件 継続

普通徴収の申告 ＋ ３００世帯 継続

未評価家屋の評価 ＋ ５０件 継続

＋ １，０００筆 継続

＋ １，０００筆 継続

＋ ４，０００人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

総務部

取組方法１ 目標指標

課税客体の的確な把握
・償却資産の未申告者に対する申告の掘り起こし
・普通徴収の未申告者に対する申告の掘り起こし
・未評価家屋の解消
・宅地及び市街化区域農地の土地評価基準等に基づ
く再評価
・個人住民税における公的年金からの特別徴収

市街化区域農地の
基準に基づく再評
価

年金の特別徴収

宅地の基準に基づ
く再評価

香芝市の主たる財源となる市税の適正な課税を図るため、課税客体の的確な把握を行う。特に償却資産については、他市町村の
取組等を参考に実地調査・税務署調査等課税に努める。

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ 2,400件 継続

＋ 25% 継続

＋ 150件 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

徹底した財産調査
滞納繰越分の徴収率の向上
差押えの強化

調査件数

徴収率

差押件数

滞納対策の強化により、滞納額の縮小をめざす 総務部

　景気の低迷により、税収確保は非常に厳しい状況にあるが、香芝市の主たる財源となる市税及び国民健康保険料の滞納繰越分
に対し、公正・公平な滞納処分並びに時効管理の強化を図り、滞納額の縮小に努める。また、大口滞納者の徴収強化とともに、滞
納者の財産や預金については徹底した調査を行い滞納処分の強化に努める。

取組方法１ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

現年分収納率 ＋ 98% 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

口座振替率 ＋ 20% 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

  ○口座振替の推進
  ○コンビニ収納導入に向けての調査・研究

　コンビニ収納の導入、口座振替の推進をすることにより、納税方法と機会の拡充を図る必要がある。

取組方法１ 目標指標

　○啓発活動（広報、口座振替の推進）　○督促（督促状発
　　 送）　○口座振替　○現年分催告（文書催告・電話催告
      ・訪問催告）

　現年分収納率の向上 総務部

　現年分の収納率を向上させ、滞納繰越額の増加を未然防止することに最大限の努力を傾注しなければならない。

　社会情勢の変化に伴い、自主納付を促すため、納税環境の利便性の向上が求められている。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実質公債費比率 － 20.0% 継続

（H28までに）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

市債残高 － ２５０億円 継続

（H28までに）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

経常収支比率 － 85.0% 継続

（H28までに）

実績報告（成果と課題）

総務部

　今後の財政収支見通しについては、歳入は人口増等による若干の市税収入の増加は見込めるものの、地方交
付税を含めた一般財源全体としては減少傾向にある。一方、歳出は事業の集中傾向に加え、人件費・公債費も
そのピークを迎えることから、毎年、大幅な財源不足が生じる見込みである。このため、行政改革大綱実施計
画に基づいた歳出削減努力等はもちろんのこと、さらに一歩踏み込んだ行政改革を断行するなど、事務事業全
般にわたり事業の効果、必要性、後年度の財政負担等をさらに精査し、選択と集中に取り組む必要がある。
　さらに、後年度における退職に伴う費用や施設の更新及び改修に伴う費用などを基金に計画的に積立てるな
ど、景気変動にも耐えうる財政基盤の確立に向けて取り組む必要がある。

取組方法１ 目標指標

取組方法３ 目標指標

行政改革等により、経常収支の改善

安定的な財政基盤の構築により、持続可能な財政運営をめざす。

過去に発行した高金利市債等を借換することにより公
債費を抑制

取組方法２ 目標指標

普通建設事業の抑制や繰上償還により市債残高を抑
制



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ １本/年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

34本/年

２３年４月１日実施

取組方法２ 目標指標

現場説明の（設計書・
図面・設計金額をホー
ムページに掲載）改善

＋

＋
現場説明会の改善（将来的に設計書・図面・設計
金額をホームページに掲載）により直接業者間の
接触をなくす。

継続

総務部

取組方法１ 目標指標
総合評価落札方式試行要綱、建設工事成績評定要綱
建設工事検査要領に基づく実務指導。

　不適格業者の排除及び低価格で高品質のインフラ整備に努めるため、２１年度から本格的に郵便入札を実施するとともに総合評
価落札方式の導入に向け、総合評価落札方式試行要綱・建設工事成績評定要綱・建設工事検査要領等々を２１年４月１日付けで
制定した。
　現在、具体的な作業を発注課に周知する為の説明会も終え、市内業者に周知する段階である。将来的に価格と品質の二つの基
準で選定する総合評価落札方式による入札が定着すれば、談合がなくなり請負価格が低下すると思われる。
  次に業者の健全経営の証、契約した工事の履行を保証する履行保証額を引き下げる。（４月１日から設計金額５,０００万円を３,００
０万円にする。）
　次に現場説明会を改善し談合防止に努める。現状は会議室で行っている現場説明会を将来的に業者間の接触をなくす為、設計
書・図面等をCDに落とし入札通知書と一緒に発送する。

総合評価落札方式試行

建設工事検査
（500万円以上）

継続

入札制度・契約業務について、透明性・公平性の確保と競争性の向上
のため、改革を進める。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標５ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

２２年７月 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

２２年１０月 単年

実績報告（成果と課題）

備品台帳の整備 総務部

　会計規則の改正による備品の分類・台帳様式が変更されたことに加え、組織改革に伴い、現存の備品台帳と現物の整合性が取
れていない状況である（各所属部課でも把握さていない）ことから、平成２２年４月１日を基準日時点として、正確に把握するため、新
たに備品台帳を整備する。
　整備方法については、迅速な備品台帳の整備を図るため紙ベースではなく、新たに備品システムを導入しデーターベース化をす
る。

取組方法１ 目標指標

備品データ整備 データ整備

所属課の備品調査 調査まとめ

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標６ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 年１回以上 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 指導85点以上 継続
－ 2.0％以内 継続

実績報告（成果と課題）

文書管理における適正化 事務室内文書の適正化

廃棄文書所在不明

取組方法２ 目標指標

取組方法１ 目標指標
研修会の実施（セキュリティー関係含む。）
※人事課、企画政策課との共同

公文書の適正な管理・情報公開制度の適切な運用、個人情報の保護
及び市行政運営の基礎となる条例・規則の整備に努める。

総務部

  文書管理においては、職員の意識改革が必要であり、近年の情報公開の観点から根拠法令の把握、登録体制の強化などが必要
である。文書の整理・管理については、業者指導のもと、一定の成果は見られるが、文書作成能力、登録管理の点からも再度精査、
点検を行う必要があると考えられる。再度、原点に立ち返り、研修等を通じて、文書管理、セキュリティーの問題についてスキルアッ
プを図るとともに、法（条例、規則を含む。）に基づく事務の在り方を職員一人一人が考え、実践していけるよう、法制担当の総務課
として、バックアップしていく。

係長級以下の研修



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

合特法に基づく合理化事業実施 1

新規公共バスシステム計画の策定 2

町名町界の整理・住居表示の実施 3

ごみの減量化・資源化計画の策定 4

温室効果ガス排出抑制に対する全庁的な率先行動の実施 5

6

7

地震防災対策アクションプログラムに基づく災害廃棄物処理計画の策定 8

し尿中継地の移転問題 9

10

市民、市民団体、ＮＰＯ等と市が互いの立場を理解し、多くの市民の利益を享受するた
め、共通の目標をもって対等な立場で協力し、その成果と責任を共有する。

災害時要援護者支援対策の充実

窓口サービス全般について、市民の視点に立った心のこもったサービス、利便性の向
上を図り、市民満足度の向上を目指す。

平成２２年度部局目標

重点目標

市民生活部部局名

　市民生活部は幅広く市民の日常生活に関わっており、市民と直接接する行政サービスの窓口として、
市民のニーズを的確に把握し、市民満足度の向上を目指すと共に市民との協働のまちづくりを図り、市
民生活の質の向上を目指した施策の推進を図っていく。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 　合特法に基づく合理化事業実施 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
会議回数 ＋ 6回/年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

市民生活部

　合特法（「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理事業等の合理化に関する特別措置法」）に基づき、し尿処理業務の安定の保持

と将来にわたり適正なし尿処理業務を継続していかなければならない。　このことから、し尿処理業者に対して経営上の緩和をはか

るため、平成２３年度より、し尿処理業者に対して、代替業務（ごみ収集業務）の提供を実施していく。

　合理化事業実施に伴い、し尿処理業者との協議、代替業務の内容の検討等をおこない合理化事業計画を策定していかなければ

ならない。

取組方法１ 目標指標
部内検討会議の実施

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標２ 新規公共バスシステム計画の策定 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ３回/年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

地域公共交通協議会の設置および開催 開　催

取組方法２ 目標指標

市民生活部

現在の公共バスは、平成１０年１０月より遠隔地からの公共施設へのアクセスの確保や、行政機能の分散（市役所・総合福祉セン
ター）へ　の対応、交通弱者のへの配慮などを目的として無料で運行を開始した。
しかし、近年では車が主役となった交通環境が著しく変化し、また多様な市民ニーズにも対応するため、現在の公共バスの運行方
法につい　て現状と課題を早急に整理し、だれもが利用しやすいものに見直す必要がある。
（展望）
市民、自治体、交通企業などの地域の関係者が公共バスの望ましい姿を構想するため、本年度に「地域公共交通協議会」を設置
し、「地域　公共交通総合連携計画」を平成２３年度に策定し、平成２４年度に新たな公共バスとしての運行を実施する。

取組方法１ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標３ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
先進地への研究 ＋ 3回
協議回数 ＋ ５回

方向性 目標値 実績値 単年・継続
開催回数 ＋ １回

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
住居表示審議会の開催

市民生活部

取組方法１ 目標指標
先進地への事例研究及び課内や自治会等との協議

町名町界の整理・住居表示の実施

　　従来から用いられてきた住所の表し方は、様々な歴史を経て地域性に深く浸透して長い間親しまれてきた。しかし町名や地番等
が混在していることで、住所がわかりにくい、また市街地については地域住民に日常生活に不都合をきたしていることもあり、その解
決を図るため町名町界の整理や住居表示等を実施し、合理的で分かりやすい住居の表示（住所）の整備を進めていく。
本市では平成１２年２月に五位堂地区の町名町界変更を行って以後は、高山台と旭ヶ丘の区画整理事業に伴う町名町界変更を
行っただけであり、住居整備が進んでいない状況であった。その要因としては、それぞれの自治会における地域の歴史的な問題や
領土問題、また実施区域の境界となる恒久的な施設（道路や水路など）がないことや面積要件など実施基準との関係などがあり、こ
れらを解決し、住居整備を進めるために先進地での事例研究や関係自治会等との協議を行っていきたい。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 香芝市ごみの減量化・資源化計画の策定 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
開催回数 ＋ ７回/年 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
完成度（％） ＋ 100 単年

実績報告（成果と課題）

市民生活部

本市において、循環型社会の形成をめざし、清潔で快適な住みよい生活環境を維持することを目的に、ごみの減量及び資源化を推
進する

ごみの減量化・資源化計画の策定にあたっては、市民参画を取り入れ、市民の目線にたった計画にするため、平成21年度に設置し
た「ごみ減量推進懇話会」を数回開催し、ごみ分別の見直し、収集処理体制の充実、ごみ有料化の実施等を検討し、ごみの減量化・
資源化計画を策定する。

取組方法１ 目標指標
市民参画の実践（ごみ減量推進懇話会）

取組方法２ 目標指標
計画の策定



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標５ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
取組状況の調査 ＋ ４回／年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
実施状況の調査 ＋ ２回／年 継続

実績報告（成果と課題）

温室効果ガス排出抑制に対する全庁的な率先行動の実施 市民生活部

　平成２1年４月に策定した香芝市地球温暖化対策実行計画に基づき、本市が行うすべての事務事業から排出される温室効果ガス
の排出抑制に努める。

取組方法１ 目標指標
職員率先行動の取組調査

取組方法２ 目標指標
温室効果ガス排出量調査



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標６ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
団体との交流深化 ＋ １０団体 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
公益活動への補助 ＋ ５団体 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
市民活動支援

市民生活部

取組方法１ 目標指標
市民活動団体やまちづくりＮＰＯの活動把握と活動連
携への協力

市民、市民団体、NPO等と市が互いの立場を理解し、多くの市民の利
益を享受するため、共通の目標をもって対等な立場で協力し、その成
果と責任を共有する。

市民ニーズがより一層多様化・高度化する中、これまで行政主導型であった公共サービスについては、市民と行政がお互いの役割
と責任を明確にし、最適なサービスを提供するための仕組みづくりが求められています。
この新しい公共サービスを担う市民の活動は、特に重要であり、次のような社会的意義があります。
（１）公共サービスの新たな担い手として、市民の多様なニーズに先駆的で、かつ迅速、柔軟に対応し、多種多様なサービスを提供
することができる。
（２）市民自らが地域の課題を解決し、実践を通じた地域自治の実現が図られる。
（３）市と自治会等の地縁団体とテーマ型の市民活動団体が、それぞれの特性を活かして連携・協力することにより、まちづくりのよ
り一層の活性化を図ることができる。
（４）市民の社会参加を通じて   地域における新たな自己実現や社会貢献交流の場を創出することができる。
今後は、その役割分担によって、単なる行政への参加ではなく、それぞれの資源や能力等を活かした協働を進めていくことが重要
です。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標７ 災害時要援護者支援対策の充実 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
要援護者名簿作成 ＋ ９月 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
説明会の開催 ＋ ４０回 単年

実績報告（成果と課題）

災害時要援護者支援体制の確立のための市内調査

取組方法２ 目標指標
災害時要援護者支援体制の確立のための自治会等
への説明会

市民生活部

《現状と課題》
　防災対策については、近年の地震災害や水害の多発もあり市民ニーズが増大しています。最近は梅雨前線豪雨等を契機に、高
齢者等の災害時要援護者に対する避難支援対策の重要性が、防災対策上の課題として認識されるようになった。現時点では、災
害時要援護者に対する避難支援についての整備は行われていない状況である。
　また、防災関係部局と福祉関係部局等の連携強化、災害時要援護者の対象者の特定、災害時要援護者情報の管理・共有方法、
避難行動支援計画・体制の整備等が課題としてあげられる。

《展望》
　高齢者や障害者など、災害弱者に応じた災害時要援護者避難支援計画（案）を平成２１年度に制定したので、平成２２年度におい
て保健福祉部門と連携し、自治会や自主防災会で実施できる避難支援体制を確立する。

取組方法１ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標８ 地震防災対策アクションプログラムに基づく災害廃棄物処理計画の策定 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

大規模な地震災害に備え、ガレキ等の処理や、一般ごみの収集体制の整備についての災害廃棄物処理計画の策定を早急に行う。

平成２１年度においては、災害廃棄物処理計画の素案を作成する。

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
完成度（％） ＋ 100 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

市民生活部

取組方法１ 目標指標
処理計画素案の作成



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標９ 　し尿中継地の移転問題 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

ればなりません。

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
会議回数 ＋ 2回/年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

市民生活部

　し尿収集及び運搬業務につきましては、良福寺にありますし尿中継地を使用することにより、し尿収集及び運搬業務がスムーズに

できており、また、市民の公衆衛生の向上を図り快適な生活環境の保全ができております。

　平成２０年１２月２１日に隣接地の葛城市今在家区とは、平成２６年７月２２日までし尿中継地の使用期間の覚書をかわしております

取組方法２ 目標指標

　今後は、葛城市今在家区との使用期間の延長をお願いするのか、またはし尿中継所の移設先を探していくのか検討していかなけ

取組方法１ 目標指標
部内検討会議の実施



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１０ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
協議回数 ＋ ４回/年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

窓口サービス全般について、市民の視点に立った心のこもったサービ
ス、利便性の向上を図り、市民満足度の向上を目指す。

現在は、保育所・郵便局での住民票等の請求取り次ぎサービス、及び休日サービス（毎週土曜日）を実施している。市民からの問い
合わせの多い平日の時間外及び土日などの市役所の閉庁時についての証明書等の交付について、住基法の一部改正への対応を
行いながら、自動交付機の導入又はコンビニ交付等を含めた対応を進めていく。また３月や４月の住所異動が多く窓口が混雑する
時期の窓口の開設について、時間外の対応や臨時開庁も含めた窓口業務についての調査検討を行っていく。
番号札や電光掲示板の導入により窓口業務の効率化を図り、窓口業務と内部事務を分けることで、内部事務に集中できる環境を
作り、住民異動や戸籍などの処理が間違いなくスムーズに行えるようにする。また窓口業務においては、市民が安心して順番を待
つことができて、職員もあわてずに市民への対応が行える状況を作る。

市民生活部

取組方法１ 目標指標
自動交付機の導入やコンビニ交付（窓口業務の効率化



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

1

1

1

4

4

4

4

4

9

9

11

11

11

地域福祉計画の策定

個々の障害者の特性に応じた適切なサービスの実施

生活保護の適正な実施と保護世帯の自立促進

平成２２年度部局目標

　保健福祉部は、ゆとりとやすらぎのある元気あふれるまちづくりの実現のため、市民の生活状況を的確
に把握し、適切な福祉・健康・保険サービスを提供し、市民が地域で安心して生き生きと暮らす環境づくり
をめざす。特に、全国的な少子化傾向が進む中、年少人口が増加する一方で、着実に進む高齢化という
人口構成を持つ香芝市においては、福祉政策においても、市民ニーズも多岐にわたり、独自の取り組み
が必要であると考えられる。これらに応えていくために、行政・市民が一体となって、地域社会みんなで支
え合うことのできる「持続可能な地域福祉環境づくり」の形成をめざした取り組みを進めていく。

重点目標

保健福祉部部局名

保健センターの移転新築による保健福祉の拠点をつくる

保育所の保育料徴収の強化

介護保険料の収納強化

保育所施設の整備充実と運営方法についての検討

国民健康保険事業の安定化に向けた収納率向上対策と医療費の適正化を図り、
健全財政に向けた赤字解消計画を目指す

国保料の滞納整理及び延滞金徴収による収納率の向上

介護予防の推進

市民の健康づくりの推進

市内医療体制の充実に向けた取り組みの推進

子育て支援の充実



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ 5回 単年

＋ 5回 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
地域福祉計画の策定にあたって、市民の協働・参画に
よる計画づくりとする

地域福祉計画の策定

　平成22年度中に、平成２３年度から平成２７年度を計画期間とする地域福祉計画を策定する。地域福祉計画の策定によって、「市
民が住み慣れた地域社会で安心して生き生きと暮らすことのできる」環境づくりをめざしていく。
　そして、計画策定にあたっては、多くの市民参画を図り、市民の合意形成と意識高揚を図っていく。
　①地域福祉計画策定委員会
　　　委員15名　年5回程度開催。市長からの依頼を受け、「地域福祉計画」策定に向けての正式決定機関。
　②地域福祉計画策定市民会議
　　　委員30名。平成21年度に引き続き実施。地域福祉計画策定に向けて、市民としての立場からの意見・提言を行う。
　③地域福祉計画策定委員会作業部会
　　　策定委員会及び市民会議の委員が参加し、地域福祉計画の具体的素案を策定。必要に応じて、委員以外の者も参加可能。

地域福計画策定委
員会の開催数

地域福祉計画策定
市民会議の開催数

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値

＋ 12回

方向性 目標値

実績報告（成果と課題）

保健センターの移転新築による保健福祉の拠点をつくる。

　保健センターは昭和56年に開設され29年目になりこの間、平成3年に増改築がなされたが、建物の老朽化と狭隘に
より変遷多様化する市民ニーズと人口増に相応しにくい状況になっている。また、車社会の今日、車で来所する人が
増え駐車場も狭く苦情が絶えない問題も抱えている。設備面においても乳児を持つ人への配慮が少なく安全性も低
い。たとえば子どもと一緒に入れるトイレやおむつの交換台がないこと、急な勾配の階段、廊下に冷暖房が入らな
い、玄関アプローチに段差があり、ロビーが狭く混雑する等々の問題点がある。
今後は高齢者や女性が多く集まる場所として、ゆとりと安全性があり清潔感や地球環境にも優しい建物がこれからの
少子高齢社会に求められることから、単に問題点の解決だけではなく、保健と福祉・医療の市民サービスが一体的に
提供でき、老若男女が気軽に相談できるように配慮した新しい保健センターを構築することが必要と考える。
このためスケジュールとして、22年度は建物の基本設計に着手し、23年度着工、24年度に共用開始となるよう、保健
センター機能問題検討委員会の定期的開催及び先進地視察などを行い、関係者の意見をまとめてよりよい保健セン
ターが建築・運営されるよう進めていく。

取組方法１ 目標指標

保健福祉部

実績値 単年・継続

保健センターの移転新築に向けての「保健センター
機能問題検討委員会」の開催

検討会開催回数

取組方法２ 目標指標 実績値 単年・継続



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ ３回

方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ 15カ所

実績報告（成果と課題）

市内の小児科を標榜する医療機関の開設数

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
関係機関等の協議による医療体制強化に向けた取り
組みの推進

　現在、市内に救急告示病院が1ヶ所しかなく、休日診療所も広域で1ヶ所（葛城地区休日診療所）となっており、緊急時
に身近な救急医療施設が少ないため市民の不安も大きく救急医療に対する要望も高い。また、夜間の小児救急につい
ては橿原市にある中南和地域小児深夜診療に頼っている状況である。
　しかしながら、奈良県保健医療計画では、香芝市の属する「中和保健医療圏」は、既存病床数が基準病床数を上回っ
ているため、市内に新たな病院の設置は困難な状況となっている。
　そこで、平成20年5月には、市内において、夜間緊急時にも対応することのできる小児科・産科を備えた救急・総合病院
の立地を図ることのできるよう、「奈良県保健医療計画における基準病床数の緩和」と「官民を問わない総合的な医療機
能を持つ病院の誘致」を骨子とする要望を行った。
　このような状況のため、当面の間は、市内での病院の設置は困難であると言わざるを得ないが、その代替措置の意味
も含めて、市内の病院及び関係機関との間での連携協力会議として、「香芝市の救急医療を守る委員会」を立ち上げ、
22年度も継続して協議検討会議を開催して市内での救急医療体制の充実に諮っていく。

会議開催

市内医療体制の充実に向けた取り組みの推進

医療機関数

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 50人 継続
＋ ５５０件 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
障害者の社会参画、自立支援を促進するため、障害
者の個々に応じた適切な支援を行う

個々の障害者の特性に応じた適切なサービスの実施

　香芝市における障害手帳の所持者数は増加傾向が続いている。高齢化の進展に伴う身体障害者手帳所持者数の増加、重度化
とともに、精神保健福祉手帳所持者の増加が目立つ傾向となっている。精神保険医療を受けている市民は、手帳所持者を上回って
おり、今後もこの分野での増大が予測される状況となっている。また、扶助費の増加傾向も続いている。
　今後の本市における障害者サービスの方向性としては、利用者のニーズに合致した形での障害者福祉サービスを効率的・効果的
に提供していくことを基本目標として、障害者の自立と社会参加を促進するため、就労のための支援、環境づくりにも重点的に取り
組んでいくことが重要な課題である。
　平成２１年度末　障害手帳所持者数　2,571（身体2,095、知的330、精神146）

福祉就労の数
相談支援事業件数



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 5世帯 継続
－ 継続
＋ 10人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
生活保護者の就労を促進し、自立支援に努める

生活保護の適正な実施と保護世帯の自立促進

　全国的に景気低迷の影響を受け生活保護世帯の増加の状況が続いている。香芝市の生活保護世帯、人員は、近隣自治体、全国
平均からも、大きく下回っているものの、急激な増加であることには変わりがない。加えて、高齢化の進展という状況も、この傾向に
拍車をかけることとなっている。保護世帯の増加という状況が、このようなことに起因しているため、本市の努力だけで、これを抑制
していくことは極めて困難であり、今後もこの傾向は、続くものと予測しておくものと考えられる。本市においても、増加率の伸びに
よっては、ケースワーカーひとりあたりの保護世帯数の基準とされている８０世帯を上回る事態も想定しておく必要がある。
　したがって、このような状況を考えると、生活保護の業務においては、保護世帯数の減少を図っていくという目標設定は、現実的で
はないと言わざるを得ない。そこで、生活保護については、社会のセーフティーネットとして、市民生活を保障していくために、それぞ
れの世帯の状況を的確に把握し、必要に応じて適切な支援を行うとともに、本来の目的である保護受給者の自立を支援するための
取り組みを行っていく。
　※相談の推移（件）　　　H17→58、H18→50 H19→67 H20→150　H21→129
  ※保護世帯の推移（世帯）　H17→89 H18→98 　H19→120 H20→154　H２１→193
  ※保護率の推移（‰）　　H17→1.80 H18→1.94 H19→2.36 H20→3.17 H21→4.05

保護からの自立世帯

福祉就労支援事業利用者数

生活保護率

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 子育て支援の充実 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
サポートクラブ会員数 ＋ 1７５人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
地域子育てサポートクラブの充実

づくりに努めていきます。

　本市では、若い世代の世帯が多く、２１年度では約800人の出生数があり、年少人口の増加が続いています。

国では、平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法を10年間の時限立法として制定し、その中で市町村行動計画を義務付け、市

も複雑多岐にわたってきているので、子ども家庭相談センターや学校など関係機関と連絡を密にし、相談しやすい体制やネットワーク

においても平成１７年に前期計画を策定し、２１年度に後期計画を作成しました。この計画を策定 するにあたり、市民の保育ニーズや

子育て支援サービスの利用状況及び意向などを調査しました。今後は、この次世代育成支援行動計画を指針とし、保護者の不安や

負担を軽減する幅広い子育て支援の実施します。子育て支援につきましては、つどいの広場の充実や支援者の交流などをはかり

ながら進めていきます。また、地域子育てサポートクラブの会員数を増やすなどの施策も必要です。虐待やネグレクトなど相談内容



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 介護予防の推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
認定率 － 14.00% 継続
特例高齢者 ＋ ５００人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
介護予防の推進と適正化の運用

　介護給付費が増加傾向にある中、介護給付の適正化は、必要なサービスを事業者がルールに従い適正に供給することにより、介
護給付費の抑制、介護保険料の増加が抑制される。本市としてもなお一層の「要介護認定の適正化」「ケアマネジメントの適正化」
「サービス提供体制及び介護報酬の適正化」等々に取り組んでいく。このような状況の中、被保険者が要介護状態にならない様、す
なわち予防を目的として「介護予防事業」を推進する必要がある。
介護予防に関しては、引き続き高齢者の実態把握が必要な為、本市在住の６５歳以上のすべての被保険者の方に生活機能に関す
るアンケート調査を行う。今年度は、１３，０００人近くの方にアンケートを送付し、その中で約３，０００人が介護になる恐れのある特
定高齢者であると推定する為、介護予防教室の開催回数の増加に努めたいと考えていますが、個々の事業の実施に当たっては、
その事業が介護予防に真に効果的であるかどうかを常に確認しながら展開することが必要であり、また事業評価についても積極的
に取り組んでいくことが求められる。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値

＋ 95.00%

＋ 100%

＋ 5.00%

方向性 目標値

－ 5%

－ 3%

実績報告（成果と課題）

実績値 単年・継続

市民の健康づくりとして、以下の項目に取り組んでいく。
○母子保健の充実
　近年、出産年齢の上昇等により、健康管理がより重要となる妊婦が増加傾向にあるるともに、経済的理由で定期健診を受
けない妊婦も見られ、母体や胎児の健康確保を図る上で妊婦が安心して妊娠・出産・育児ができる体制を整備することが必
要である。本市では２１年度は１４回に増設したところ妊娠届け出数が増加し、サービスの有効活用につながったので引き続
き回数を維持できるようにしていく。
○予防接種
　感染症を予防することが公衆衛生行政の基本であり、市町村が実施主体となっている予防接種事業はその要である。予防
接種は保護者の努力義務にはなっているが、より多くの人が安心・安全に受けられる医療機関の協力を求め、接種率の向上
を目指していく。現在、集団接種から個別接種への移行を順次進めており、特に三種混合を計画的に進めていくとともに、感
染症の予防対策としてすべての予防接種については広報誌への定期的掲載や乳幼児健診での啓発にてより一層強化し、保
育所や教育部門とも連携して積極的に勧奨し接種率を向上させていく。
○がん対策
　平成19年度にがん対策基本法が成立し奈良県においても推進計画が平成2１年度に策定された。これにより、市町村での
がん検診受診率向上と健診の精度管理徹底が課題としてあげられている。また、ガン患者の終末期ケアや患者家族の心の
ケアも取り組むことになっている。これを受け本市においても受診者増と委託医療機関の健診結果の追跡、心の相談窓口な
ど「がんの予防による早世防止と生涯にわたる健康づくり」をめざしていくため、セット健診の増設や講演会、相談事業を行っ
ていく。
○食育の推進
　心身ともに健康的な生活を送るには規則正しい生活習慣を営むことが基本と言われ、1日の始まりである朝食を食べる習慣
をつけることがその第1歩である。全国的にもすべての年代で朝食を食べない人が増えており、健康かしば２１でも栄養食生
活面において朝食を見直す項目が乳幼児期、青年期、成人期にあげられているが朝食の欠食率は全国的にも年々高くなっ
ていることから「朝食を食べる人を増やす」ことをさらに継続した目標とし、食生活改善推進員などの市民リーダーや関係部署
と協力しながら幼少時期からの普及啓発を進めていく。
　

取組方法１ 目標指標

保健福祉部市民の健康づくりの推進

実績値 単年・継続

各種健診の受診者、予防接種率の向上 ＭＲ接種率（1期2期）

妊婦健診受診率

胃検診受診率

取組方法２ 目標指標

関係機関との連携により朝食を食べる人を増やす 朝食欠食率（男）

朝食欠食率（女）



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標９ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
－ ０人 継続
－ ０人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

保健福祉部

待機児童数（保育所）

保育所施設の整備充実と運営方法についての検討

取組方法１ 目標指標
保育サービスの充実により、市民の多様な保育ニーズ
に応える 待機児童数（学童保育所）

○保育所
　保育所は、建築後３０年近く経過し、老朽化が進んでおり、建築後大規模改造工事を実施した保育所も、既に２０年近くが経過してい
る状況である。建物、プール等建物本体の傷みに加え、設備面では、空調、暖房機器等は、耐用年数経過により故障しがちで、その
都度修繕により対応している。施設、設備の整備を計画的に実施していく必要がある。
　　耐震化診断の結果を踏まえた耐震補強整備ついては、補強或いは建替えについては、民営化等のことも含めた中で検討する必
要がある。（みつわ、志都美保育所）
　既設保育所の運営においては、行財政改革の流れの中で、臨時職員の比重が大きくなってきており、多様化する保育のニーズに対
応など多くの課題があり、これらに対応するためにも民営化に向けての検討を進めていく必要がある。

　現在、待機児童解消のため進めている創設及び増築事業は、今年度に事業終了し、２３年度からの開園及び定員増加により受入
れ人数の拡大を図るものである。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標９ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
受診率 ＋ 45%
実施率 ＋ 20%

方向性 目標値 実績値 単年・継続
配付率 ＋ 100%

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
ジェネリック医薬品の啓発と意思表示カードの配付

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
特定健康診査と特定保健指導の実施

国民健康保険事業の安定化に向けた収納率向上対策と医療費の適
正化を図り、健全財政に向けた赤字解消計画を目指す。

　医療費の適正化を目指すに当たって、特定健康診査の強力な推進が求められるところであるが、昨年度の受診率は初年度に比
べ低迷している。これを受けて、未受診対策として未受診者の意識調査等を実施し、現状に於ける国保被保険者の意識を分析する
ことから具体的な対策を見いだし、受診率の回復に努めたいと考えている。医療費の抑制策として、厚生労働省も推進しているジェ
ネリック医薬品についても大いに啓発を進めていきたいと考えている。国保財政としては、急激な医療費の伸びや極端な収納率の
落ち込みがない限り、大幅な赤字の解消が見込まれる予想である。





平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１１ 介護保険料の収納強化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
収納率 ＋ 98.45% 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

保健福祉部

取組方法１ 目標指標
滞納処分の強化

　介護保険制度は、介護給付費の２０％を６５歳以上の方に、それぞれの保険料段階に従って納付していただくことになっているが、
無年金者や低所得者の高齢者にとっては負担が大きく感じられることもあり、理解していただけない方もおられるのが現状である。
支払い能力があるにもかかわらず、納付しない滞納者については、財産調査を強力に実施し、差し押さえを行い、滞納整理に努め
る。また、関係各課との連絡を密にして、情報の共有化を図る。

各期別納付期限後１ケ月後に督促状発送
　４月・８月・１２月　　一斉催告
　３月・５月・１２月　　徴収強化月間
　随時　　　　　　　　　財産調査



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
徴収率 （保育所） ＋ 99.70% 継続

＋ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
徴収率 （保育所） ＋ 15.00% 継続

＋ 継続

実績報告（成果と課題）

現年度分の徴収率向上　（民間保育園への徴収委託等）

取組方法２ 目標指標
過年度分の徴収率向上　（滞納整理の強化等）

保健福祉部保育所の保育料徴収の強化

取組方法１ 目標指標

　保育所保育料は、所得税、市民税及び年齢区分により算定し、保育料を徴収している。生活保護者、母子・多子世帯においては、
保育料の軽減措置が取られている。
　児童を保育所に入所させている保護者においては、明らかな受益者であり、滞納しながら保育所に子どもを入所させているというこ
とは、納入している世帯と比べて不公平感であり、納入意識を低下させるという悪影響がある。
　滞納者は、現年度分と過年度分の滞納者に区分されるが、現年度未納者においては、月々の納入状況（口座振替）の結果等をみ
て、早期に対応すれば、滞納繰越額を減少させることができる。
平成２０年度から私立保育園に徴収委託を実施し、現年度分の徴収率１００％を達成したが、公立保育所分について、未納額が増加
傾向にあるので、早期対応により徴収強化する必要がある。
　現年度未納者に対する徴収は、民間保育所への徴収委託や公立保育所の対応で確保できるが、過年度繰越者への対応が今後の
課題となる。過年度滞納者に対して、催促状を送付するとともに、市内部の収納担当者と連絡を密にし、情報の共有化を図り、支払い
能力があるにも納付しない滞納者については、財産調査等を実施し、財産差押え等滞納整理に努める。

併せて、調査による支払無能力者については、執行停止、不納欠損等の処理を進めていく。



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

　市内主要幹線の整備の促進 1

　市内市道の老朽化による道路舗装・維持及び改良工事の実施 1

　五位堂駅前北第２土地区画整理事業の促進 3

 　志都美駅周辺整備事業の促進      3

　近鉄下田駅北地区整備事業の促進 3

洪水被害を防ぐため、危険区域の把握と水路・河川改修をめざす 6

地場産品安定作付け試験栽培の推進 6

安全性・快適性の観点から道路の新設改良、拡幅、維持管理、バリアフリー化を目指す 8

　スポーツ公園の整備促進 9

　総合公園の整備促進 9

平成２２年度部局目標

　大都市近郊のベッドタウンとして、今後も人口の増加が見込まれる香芝市にあって豊かな自然や文化
遺産などの地域資源を活かしつつ、快適性利便性の向上と災害に強い都市基盤整備に取り組む。　併
せて香芝市の地域の特性を活かした地場産業の振興と新産業の立地を推進し、地域の活性化をはか
り、道路公園河川の改修を進め市民生活の快適性・安全性の向上をめざす。

重点目標

都市建設部部局名



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 市内主要幹線の整備の促進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
用地取得 228.66㎡ ＋ 228.66㎡ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
供用開始 1,137m ＋ 上部架設 109m 継続

平面整備  40m 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
橋梁上部架設工事及び平面整備工事

都市建設部

取組方法１ 目標指標
事業に伴う用地取得（収用裁決分）

　市の東西を結ぶ基軸となる道路で、国道１６５号の慢性的な渋滞緩和及び市内の交通渋滞の緩和を図る上で、都市計画道路中
和幹線（逢坂工区）及び都市計画道路磯壁北今市線の平成２３年度供用開始を目指す。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 市内市道の老巧化による道路舗装・維持及び改良工事実施 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
補修面積 ＋ 　　　20,000　㎡ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

都市建設部

取組方法１ 目標指標
道路の維持補修工事

　　市内各自治会よりの要望に伴う優先箇所の年次計画により事業実施している中、老朽化による要望箇所の増大に対する対応が
必要となる。市内市道維持管理の均衡を保つための年次計画の充実を図る必要がある（舗装面積１,７０１,０００㎡）



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標３ 五位堂駅前北第二土地区画整理事業の促進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
工事施工額 　　　0．6億 単年
移転補償件数 　　　2件 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

都市建設部

取組方法１ 目標指標
　　年間スケジュールをたて、
    工事、移転補償を計画的に
    進めていく。

　　平成13年2月より事業に着手し、9年を経過した。権利者から、早期完成を望む強い要望が現在もな
されている。現在の事業費ベースの進捗率は、全体事業費53億の内35億円であり、約65％である。平
成２２年度に事業期間更新の変更手続きを行い、事業完了は平成２６年度となるが、単純計算で、年間
約６億円程度の予算が必要である。また、まちづくり交付金事業として、五カ所五位堂線の東側の区域
を中心とした、第二期としての「都市再生整備計画」の採択を受けた「社会資本創造交付金」の中の要素
事業として、平成２６年度完成を目指す。今後は、年度ごとの予算計画に基づいた執行を着実なものと
し、平成２６年度完成に向けて、区画整理事業を推し進めていくことが必要である。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標３ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
区画整理進捗率 ＋ 71% 単年
まち交進捗率 ＋ 100% 単年
街路進捗率 ＋ 84% 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
駅舎橋上化 完成 単年

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
志都美駅歩行者専用道路を含め駅舎橋上化及びの完
成を図る。

都市建設部

取組方法１ 目標指標
区画整理事業、まちづくり交付金事業及び街路事業の
進捗を図る。

志都美駅周辺整備事業の促進

　ＪＲ和歌山線志都美駅は香芝市北部の交通拠点として重要な位置を占めている。しかしながら、現在の駅へのアクセスは駅東
側の県道からしか利用出来ない。
　近年、志都美駅は駅西方面において旭ヶ丘等人口増加が著しい地区を駅勢圏に有しながら、現状では駅利用性や安全性に課
題が生じている。
　ついては、今後整備される奈良西幹線からの交通連携も視野に入れ、志都美駅西土地区画整理事業と併せて志都美駅周辺の
整備が急がれる。
　平成２２年度は橋上駅舎及び歩行者専用道路も完成する予定である。
　本事業は早期完成に向けて地元の強い要望もあり、継続して志都美駅前線街路事業や土地区画整理事業とも併せて、平成２３
年度の完成を目標に事業進捗に努めているところである。
　ただ、国道１６８号との暫定交差点に信号機を設置する件等、関係機関との調整が必要である。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標３ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ １００％ 継続
＋ １００％ 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ３回／年 継続

実績報告（成果と課題）

目標指標
まちづくり活動推進事業の実施。

工事進捗率

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ回数
取組方法２

都市建設部

取組方法１ 目標指標
駅前広場整備事業を行う。

　近鉄下田駅北地区整備事業の促進

　本地区は、市の中心地に位置しており中心市街地として、交通・歴史の結節点であるが、道路の危険性や駅前広場の未整備など
の課題があることから、安全・快適な場づくりによる「であい」と「にぎわい」にあふれた香芝市の顔づくりを目標とし、市道６－４６号
線道路改良工事を行い歩行者のネットワークの強化を図ると伴に、近鉄下田駅北側駅前広場整備を行い駅利用に係る利便性の向
上に努める。また、住民協働による事業を推進する為に、「地域住民の安全かつ快適・利便に暮らせる住み良いまちづくり」をスロー
ガンとしてまちづくり協議会を立ち上げ、まちづくり推進事業を展開する。

駅前広場事業用地取得率



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標６ 洪水被害を防ぐため、危険区域の把握と水路・河川改修を目指す 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

　・　水路改修　　市道2-178号線道路排水改良工事　　　　　　　L=約20m

　・　上中雨水幹線整備工事                  　　                          L=245m

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
箇所数 ＋ 1 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
供用開始 245m ＋ 設計委託 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
雨水幹線整備事業

都市建設部

取組方法１ 目標指標
水路改修

近年、集中豪雨による被害が相次いでいますが、その対策として、奈良県施行の葛下川の改修工事を初めとした河川・水路改修を
行っています。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標６ 地場産品安定作付試験栽培の推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
みそ用大豆栽培圃場 ＋ ２０ａ 継続
そば栽培圃場 ＋ ３０ａ 継続
米粉栽培圃場 ＋ ２０ａ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

都市建設部

既設朝市が行っておられる販売事業（ふれあい朝市、志都美園芸組合、ふたかみ朝市）に係る、製品の材料の安
定した栽培、収穫高を図るための作付け計画を行う。

《現状と課題》

本市は、都市近郊型農業として農地の約９割が水稲栽培をされておられます。そうのような中で、農の特産品
（加工品）作りが難しく、また、農業の担い手もあまり育たない地域であるため、限られた農産物や農業者を大
事にし、香芝市の特色を生かした「もの」作りが必要であると考えられ、既存の農産物の品質向上や国の補助制
度を活かした農産物の普及を図って行くものと考えます。

取組方法１ 目標指標

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標８ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

　・　JR五位堂２号踏切拡幅工事      

　・　葛下川改修に伴う道路拡幅工事                   

　・　市道9-107・9-110号線道路拡幅工事

　・　市道10-35・10-36号線道路拡幅工事

　・　市道10-32号線道路拡幅工事

　・　市道1-22・1-25号線道路側溝改良工事

　・　市道9-108号線道路拡幅工事

　・　市道7-95号線道路拡幅工事

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
箇所数 ＋ 7 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
供用開始 115m ＋ 設計委託　　1 継続

用　　　地　　1 継続
補　　　償　　1 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
JR五位堂2号踏切拡幅事業

都市建設部

取組方法１ 目標指標
自治会要望に伴う、市道の危険・狭あい箇所の拡幅整備

安全性・快適性の観点から道路の新設改良・拡幅・バリアフリー化を目
指す。

　西名阪自動車道や２本の国道が東西に走るなど、極めて交通の利便性が高いが、急速な宅地開発による人口増加とマイカー利
用の増加に道路整備が追いついていない状況にあるが、中和幹線、磯壁北今市線の整備も進んでいますが、今後、主要幹線と連
絡する生活道路、特に交通弱者である歩行者の安全確保のため、狭あい道路の拡幅整備が望まれます。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標９ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
事業用地買収率（%） ＋ 74 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

スポーツ公園の整備促進 都市建設部

　香芝市スポーツ公園第１期事業認可区域（面積１３．３ha）の用地取得状況は、平成２２年３月末現在、約９．０７haの用地を取得
し、取得率は、約６８．２％であり、今後も未買収地の用地取得に誠意努めていく。また、事業認可期間等につきましては、当初、平
成２２年３月３１日までとなっておりましたが、本市の財政状況等をふまえた中で、施設整備の内容等を見直し、奈良県とも協議をし
た結果、事業認可期間について、延伸期間７年（平成２９年３月３１日まで）の認可をいただきました。しかしながら、平成２２年度よ
り、『社会資本整備総合交付金』に変更されたことに伴い、従来の公園補助ではなかった、中間評価及び事後評価（モニタリング）、
及びその公表の手続きを行う必要が発生し、事業計画についても、５年という期間で整備する計画を策定しなければならないことか
ら、事業スケジュール及び事業費、施設整備内容等の見直し、アクセス道路である都市計画道路等の整備計画を検討する必要が
あります。

目標指標
スポーツ公園事業用地の買収

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標9 　都市公園の整備促進（総合公園） 部局名

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
確定筆数 ＋ 9筆 単年
確定延長 ＋ 450ｍ 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

香芝市・香芝市土地開発公社・平川商事の境界確定

取組方法２ 目標指標

都市建設部

　香芝総合公園事業は、昭和54年12月に都市計画決定され、既に供用されている総合プールを除く国道165号西側の区域の事業
化までに用地の確定を行い、基本協定に基づき過不足の精算をする必要がある。
　これは、昭和58年12月の香芝町と奈良日々新聞社間の基本協定により、事業用地を確定するため行っているもので、平成20年度
は、2ヶ所で境界確定を行いました。
　平成19年8月に地図訂正は完了したものの、残りの地権者についてはそれぞれ主張をされており、境界・地積の確定を行うため現
在作業中。今後、未確定の用地を早急に確定し、事業化につなげる必要がある。

取組方法１ 目標指標



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

水道事業経営の健全化 1

水道施設の耐震化 1

下水道事業の促進 1

鉛製給水管の早期解消 4

下水道地震対策事業の促進 4

水道事業応急対策の充実 6

水道事業お客さまサービス向上 7

水道事業業務委託の適正化 8

省資源・省エネルギーの推進 9

平成２２年度部局目標

◎平成２０年度に水道事業の将来像としての基本理念を「快適な水道サービスと安定した水道事業を目
指して」とし、この基本理念を柱に、厚生労働省が定めております、安心・安定・持続・環境・国際の５項目
を基本方針とし香芝市水道事業中長期基本計画（地域水道ビジョン）を策定したなかで、中長期計画とし
中期（Ｈ２２～Ｈ３２）・長期（Ｈ３３～Ｈ４２）の実現施策課題のうち重点的に取り組む項目で平成２１年度よ
り継続して取り組んでいくものを重点目標として取り上げました。
◎大都市近郊のベッドタウンとして、今後も人口の増加が見込まれる香芝市にあって快適性・利便性の
向上と災害に強い都市を目指して、公共下水道の整備や下水道地震対策事業に取り組む。

重点目標

上下水道部部局名



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 水道事業経営の健全化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
料金改定 ＋ 供給単価を上げる 継続
給水原価の低減 － 県水値下げ等 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
部内のコスト縮減 － 給水原価を下げる 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
コスト縮減

上下水道部

取組方法１ 目標指標
財源の確保

◎財源の確保：収益的収入の主な財源は料金収入で、現状では料金収入の増加は見込めず、今後は料金の見直しが課題になりま
す。　　　　　　資本的収入については、今後、企業債（借換債等）や国庫補助金の活用などで財源を確保します。

◎コストの縮減：本市の場合、給水原価が供給単価を大きく上回っており、給水原価の低減対策として部内のコスト縮減の他、関係
市町村と連携を図りながら奈良県営水道に対し料金値下げなどの要望を行う。

◎県営水道の単価の見直しに伴い、料金体系の見直しを検討。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 水道施設の耐震化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
4000tタンク耐震化 ＋ 完了を目標 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

取組方法３ 目標指標

基幹施設の耐震化

上下水道部

◎本市は東南海・南海地震防災対策推進地域に指定されており、地震の発生が懸念されています。配水タンクの耐震化について
は平成17、18年度に「水道施設のリスク管理の為の調査」を実施し、今泉配水場の8,000ｔタンク及び4,000ｔタンクの耐震化を図らなけ
ればならないという結果がでました。また、厚生労働省より水道施設の技術的基準を定める省令の一部改正があり、早期に「耐震化
計画」を策定し、概ね10年以内に基幹施設の耐震化を完了するように計画的に実施いたします。

取組方法１ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 下水道事業の促進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
水洗化率 ＋ 92.0% 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
普及率 ＋ 59.3% 継続

実績報告（成果と課題）

　　②第２処理区（真美ヶ丘地区以外）　　　建設事業費４８,１５３百万円

　　　（内訳）過年度事業費１５,５００百万円、残事業費３２,６３５百万円

公共下水道管渠の整備を進める。

４．整備事業費の推移

　　　　平成１６年度　約１１．９億円、　平成１７年度　約７．９億円、　平成１８年度　約９．３億円、　平成１９年度　約５．９億円

　　　　平成２０年度　　　　約３．５億円

５．将来予測

　　最近の整備事業費の状況等から、整備目標年度が平成１５年度策定の次期長期計画基本構想による平成５０年度から延伸す
ると推測される。

取組方法１

２．普及率（平成２２年度目標）　５９．３％
　　（※平成２２年１月末現在の普及率　５８．３％）
３．香芝市公共下水道（汚水）次期長期計画基本構想（平成１５年度策定）
　　①第１処理区（真美ヶ丘地区）　　　整備済

上下水道部

　供用開始区域において、下水道への接続がされていない方に対して普及啓発促進活動を実施するとともに、公共下水道管渠整
備の着実な進捗を図り、もって下水道事業の経営の健全化、並びに公共水域の水質保全や生活環境の改善を図る。

１．水洗化率（平成２２年度目標）　９２．０％

　　（※平成２２年１月末現在の水洗化率　９１．４％）

　　③第２処理区の整備目標年度　　　平成５０年度（平成１６年度から３５年後）
　　　　但し、平成１６年度以降の整備事業費を９～１０億円／年として、整備目標年度を定める。

目標指標
公共下水道への接続の普及啓発促進活動を実施す
る。

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 鉛製給水管の早期解消 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
鉛製給水管戸数 － 250戸／年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

上下水道部

◎香芝市の鉛製給水管の残存戸数は、平成１２年度末で約５，０００戸でありました。水道事業として平成１４年度から集中的に鉛製
給水管解消のための事業及び施設改良等での布設替えを行った結果、平成２１年度末の残存数は約３，０００戸であり、この間鉛製
給水管の解消率は約４０％です。平成１６年６月に厚生労働省において策定された「水道ビジョン」で、達成すべき施策目標のひとつ
として、鉛製給水管の総延長を５年後に半減し早期にゼロにするという目標を掲げられておりますが、財政面及び残存戸数も多く、
現状では年間２００戸程度の解消にとどまっております。平成１９年度には、厚生労働省より鉛製給水管の整備を急ぐように通知も
あり、早期の解消を目指しているところです。課題として、鉛製給水管の整備には、多大な費用が必要になってきますが、老朽化し
た配水管の布設替え及びその他の工事と併せて、積極的に更新を行い、平成３２年度までには、鉛製給水管全廃を目指していま
す。

取組方法１ 目標指標
鉛製給水管解消対策の推進

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標４ 下水道地震対策事業の促進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
重要幹線の耐震化 ＋ １７８．５m 継続
マンホールの対策 ＋ １３箇所 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
マンホールトイレ設置 ＋ １箇所 継続
貯留槽設置 ＋ １箇所 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
マンホールトイレ及び貯留槽の設置を行う。

　　②平成１９年度に「香芝市下水道地震対策計画」を策定

　　③平成２０年度に、国より「香芝市下水道地震対策計画」について同意を得る。

　　④平成２１年度に、下水道地震対策のための詳細設計を実施した。

２．今後の取り組み

　　平成２２年度～平成２５年度にかけて、重要幹線の耐震化やマンホール浮上対策、マンホールトイレ等の工事を実施予定。

取組方法１

上下水道部

　地震による下水道施設の機能低下、停止を防止する必要がある。そのため、効率的に下水道地震対策事業を促進することにより
地震発生時における下水道施設の機能の確保に努めていきたい。

１．最近の取り組み

　　①平成１８年度耐震診断済み

目標指標
重要幹線の耐震化及びマンホールの浮上対策を行う。

　　　　・防災拠点・避難所の排水を受ける管路　７,６０７m

　　　　・緊急輸送路等下の管路　１,０７６m



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標６ 水道事業応急対策の充実 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
緊急貯水槽設置 ＋ ２基 継続
給水袋の配備 ＋ ２０００袋 継続
緊急用浄水装置 ＋ ２基 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

目標指標

上下水道部

◎災害時における飲料水及び防火用水の確保を目的とし「香芝市地域防災計画」によ指定避難所等のうち6箇所に一人１日3ﾘｯﾄﾙ
を3日間確保できる耐震性貯水槽の整備を実施していく。　（但し、駅前区画整備事業による２箇所は除いています。）また、応急給
水用品の整備も併せて行っていきます。
◎県営水道と「送水管応急給水栓設置等に係る協定書」により、２２年度までに香芝市内に４箇所設置する予定で、２３年度以降、
耐震化の進んでいる県営水道施設を災害時に使用できることにより、香芝市の施設と併用して応急給水ができるようになります。

取組方法１ 目標指標
応急対策の充実

取組方法２ 目標指標

取組方法３



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標７ 水道事業お客さまサービス向上 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
民間に任せる ＋ 窓口サービス等 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

目標指標
窓口サービス等の充実

取組方法２ 目標指標

取組方法１

上下水道部

◎窓口サービス等の充実：現在、窓口対応については職員で行っております、行政改革等により係の人数も制限されているなかで他
の業務中に電話又は窓口対応の追われておるのが現状であります、今後、窓口サービスをより充実するため業務委託を検討し進め
ていきたいと思います。また、クレジットカードによる収納については平成２１年度の調査をふまえ、今後、さらに検討していきます。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標８ 水道事業業務委託の適正化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
民間に任せる ＋ 業務委託の検討 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

目標指標
業務委託の検討

取組方法２ 目標指標

取組方法１

上下水道部

◎業務委託：平成２１年度末現在、毎日水質検査、検針業務、開閉栓業務、量水器取替など委託しているのが現状ですが今後、民
間に任せられる業務についは引き続き委託を検討していきます。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標９ 省資源・省エネルギーの推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
平成２４年度までに
平成１９年度比で
３％削減する。

方向性 目標値 実績値 単年・継続
有効率 ＋ 99.8% 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
再生品等の利用 ＋ 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法３ 目標指標
建設副産物の有効利用

上下水道部

◎地球環境保全の推進：地球の温暖化の防止、オゾン層の破壊の防止及びその他の施策を積極的に推進する。

取組方法２ 目標指標

取組方法１ 目標指標
温室効果ガス排出量の削減

漏水防止対策の推進

　 香芝市環境基本計画と整合を図りながら、地球環境保全のため、地球の温暖化の防止、オゾン層の破壊の防止及びその他の施
策を積極的に推進します。

◎平成２０年度末現在、香芝市の有効率は９９．８％と高いことから、漏水量は非常に少ないといえます。しかしながら、今後、耐用
年数４０年を超える管路が増えることから、漏水量の増加が見込まれます。そのため、計画的な老朽管の更新や水圧の適正管理を
実施し、漏水量の軽減に努め、現在の有効率を維持します。

◎建設副産物の有効利用については、廃棄物処理法等の法律により、積極的に推進することにより、工事中に発生する廃棄物の
減量化と新たな資源を消費しないという２つの利点があります。今後も常にこのことを念頭に置き実施していきます。

－ 継続



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

学校施設等の耐震化の推進 1

児童生徒の国際理解の推進 2

学校と地域との連携 2

学童保育所施設整備事業 2

幼稚園入園料・保育料の見直し 2

市民と行政が協働して進める子ども読書活動 6

青少年の健全育成と非行防止 7

中央公民館活動の活性化 7

史跡尼寺廃寺跡整備事業の推進 7

博物館事業の活性化 7

指定管理者との連携について 7

重点目標

平成２２年度部局目標

部局名 教育委員会事務局教育部

  学校・家庭・地域社会との連携のもとに、心身ともに健康で、知性と感性に富み、郷土を愛する心と、
国際感覚を備えた市民として、人間性豊かに成長することを目指し、時代の変化に即応した学校教育を
推進する。 また、市民誰もが生涯を通じ、あらゆる場で学び、支え合うことができる生涯学習社会の実
現を図る。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 学校施設等の耐震化の推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
耐震化率 ＋ 73.3% 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標
耐震化率の向上(H21年度72.1％)

平成22年３月末現在の耐震化率は、小学校77.1％、中学校75.0％、幼稚園で50.0％、全体で72.1％となっています。 香芝市耐震改
修促進計画では、市有の特定建築物については、平成27年度までに耐震化率９０％とすることを目標としていますが、学校等の施
設については、児童生徒たちの生活の場となっていることから、優先的に耐震化を進めることとし、平成25年度には耐震化率100％
とすることを目標に施設の耐震化を推進する計画をしています。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標２ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）
方向性 目標値 実績値 単年・継続

＋ ２７時間 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ３時間 継続

実績報告（成果と課題）

児童・生徒の国際理解の推進 教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標

   学習指導要領の改訂により、平成23年度から小学校５・６年生で外国語活動が必修となった。本年度は新指導要領への移行期
となっており、各小学校では、第５、６学年で週３０時間程度の外国語活動を進めようとしている。
   外国語活動の指導は初めての教員も多く、その指導技術や指導法の習得の定着と異文化への理解や認識を深めることが喫緊
の課題となっている。
   これまで行ってきた、「英語に触れる」ということを目的にした総合的な学習の時間を利用しての英語活動からさらに発展させた
国際的な人材育成のための外国語活動としての時間の指導を充実させていく必要がある。
   そのために、 ALTからの生きた異文化情報や言語情報が子どもたちにとって、外国語活動を推進する上で大変重要な要素とな
る。そこで、各学校へのALTの配置を継続して行うことが必要となっている。

小学校におけるALT活用授業時数を増やす。

取組方法２ 目標指標
小・中学校における異文化理解教育を進める

ALT活用年間授業数（/１学級）

異文化理解年間授業数（/学級）



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標２ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
ボランティア配置 ＋ 280 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
ボランティア登録 ＋ 300 継続

＋ 50 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
地域ボランティアの養成と登録

教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標
学校支援地域支本部の設置とボランティア配置

（学校と地域との連携）　　現在、市立園・学校の運営に関しては、教職員が中心となり市教委と各園・学校がめざす教育の実現のた
め不断の努力を続けているところである。また、学校評議員制度、外部評価等の制度により、学校運営に地域の意見を反映させよ
うとする動きも確かなものになっている。一方、教職員においては、多種多様な統計や報告といった事務的な校務が年々増加してい
ることに加え、保護者や関係者の対応なども増加し、子どもと向き合う時間が確保できないのが現状である。このような中、団塊の
世代の大量退職時代を迎え、地域にある人材を学校運営に活用することが可能となってきた。子どもたちの成長を地域とともに促
し、特色ある学校運営方針を地域に発信し、地域全体が『我が学校』という意識を高め、総がかりで子どもたちを育てていく必要があ
る。また、奈良県からの委託事業として事業費を負担していただけるのが本年度で最終となるため、今後の事業規模や運営の方法
について方向性を定める年度となる。

学校と地域との連携

ボランティア養成講座
参加者数



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標2 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
修繕箇所 ＋ 10 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標
学童保育所の修繕箇所の把握と修繕実施

昭和60年以降順次建設された学童保育所は、経年による修繕箇所が多なり維持管理費が増加している。古い施設は新設された施
設との設備環境の格差が大きいことに加え、古い施設ではトイレが屋外にある和式便所で、児童の生活様式にそぐわない規格と
なっており、入所児童が増えている学童保育所では、数も足りなくなっている状況である。放課後児童対策は、就学前児童の保育所
と同様に就労する親への子育て支援施策の柱となっているにもかかわらず、これまでは十分な対策がなされていなかったことに配
慮し、今後は積極的な施設整備を行い、入所児童が快適に過ごせ、保護者が安心して預けられる環境を提供できるようにする。

学童保育所施設整備事業



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標２ 幼稚園入園料・保育料の見直し 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
条例改正 完了

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

教育委員会事務局教育部

保育時間の延長を機に平成１８年度より入園料３，５００円、保育料６，０００円に改正し、その後据え置いているので、経費負担を含
めた現状を精査し、社会情勢を見定め適正な入園料・保育料の見直しを実施したい。

取組方法１ 目標指標
香芝市立幼稚園保育料及び入園料徴収条例の改正

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標６ 市民と行政が協働して進める子ども読書活動 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
全体会議回数 ＋ 2回/年 継続
ワーキンググループ会議 ＋ 2回/年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
団体貸出冊数 ＋ 13,000 継続
連携・協力事業数 ＋ 30 継続
ボランテイア参加数 ＋ のべ１００ 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
連携・協力事業の推進
　①子ども読書活動に関するアンケート（関係機関）
　②連携・協力事業の実施（事業調整・見直し含む）

教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標
推進体制の確立
　①図書館が事務局を担う
　②市民が参画した推進会議の立ち上げ

　『香芝市子ども読書活動推進計画』が策定されて3年目（中間年）を迎えますが、推進体制（事務局、市民参加）が確立されていま
せん。そのために、推進法や計画の本来目的である市全体の子どもの読書環境の整備についての共通認識や、関係機関・市民団
体の取り組み状況の把握が十分にできていません。　子どもの豊かな育ちと確かな学びを支える環境づくりをめざして、推進計画を
総合的・計画的に実施するために、早急に推進体制を立ち上げる必要があります。資料費や報償費の減額、職員数の減員という厳
しい条件下ではありますが、それゆえ、各課・施設間の事業調整や連携、情報共有を行い、特色ある取り組み、効果的効率的な事
業の推進が求められています。市民図書館については、事務局を担うとともに、①　国の「地域活性化事業」を活用して購入した図
書の活用とともに、所蔵図書の活用拡大、貸出期間の延長を行い、団体貸出の利用増を図る。　②　学校や幼稚園や市民団体等か
らの要望に応えるために、ボランテイアの育成と活動支援を行うことが急務であると考えます。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標７ 青少年の健全育成と非行防止 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ７０人 継続
＋  ２回 継続
＋ ６１回 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ２５人 継続
＋ ２５人 継続
＋ ８０人 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
青少年指導員連絡協議会を主体とし関係団体等と緊
密に連携を図り、自然体験・社会体験を通じて友達や
家族とのふれあいを図る取り組みを継続して推進す

教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標
各種事業（教育講演会、防犯パトロール等）を継続して
推進する。

  青少年の犯罪は、凶悪化・悪質化・低年齢化し、さらに児童虐待・不登校等、社会問題化している現状であることから青少年セン
ターの重要課題である青少年の健全育成と非行防止活動は、長期にわたって継続した活動を鋭意推進することが重要であることか
ら、将来にわたって地域関係機関・団体との連携活動等をさらに緊密にしていく必要がある。

教育講演会参加者数

駅頭啓発実施回数
防犯パトロール(特別巡視)回数

ふるさと探訪参加者数

自然体験ﾂｱｰ参加者数

雪体験ﾂｱｰ参加者数



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標7 中央公民館活動の活性化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

目標指標 方向性 目標値 実績値 単年・継続

講座の回数 ＋ 109 継続

講座の受講者数 ＋ 2,500 継続

事業の参加者数 ＋ 7,000 継続

目標指標 方向性 目標値 実績値 単年・継続

空調・照明ＣＯ２削
減効果（ｔ／年間）

＋ 8.1t 単年

エレベーター改修
（工事完了時期）

＋
平成２２年１０月末（公
民館まつり開催前） 単年

屋根改修（工事完
了時期）

＋
平成２２年１０月末（公
民館まつり開催前） 継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２

施設・設備の充実

教育委員会事務局教育部

取組方法１
各事業・講座の充実

　今日、社会の急激な変化の中で様々な社会活動分野が大きく変革し、地域社会においては、情報化や高齢化、環境
問題等の学習に関心が高まっている。少子高齢化や核家族化を背景とする家庭の教育力の低下や地域社会における
人間関係の希薄化など、多くの問題が指摘されている。こうした社会に対応し、一人ひとりが心豊かで生きがいのある
人生を送るためには、生涯を通じ、何かに主体的に取り組み、継続させることが最も大切である。その一端を担う媒体と
しての公民館の役割は、益々重要であることから各種事業の充実に努めるとともに地域社会での課題解決に取り組む
活動の展開が必要となります。また、今年度からの施設の有料化に伴い今後、施設利用者の減少に繋がらないよう更
なる市民サービスの向上に努めなければならないものと考えております。なお、中央公民館は昭和55年に開館し築後
約30年が経過しており、経年劣化による設備機器の耐用年数が経過しており、特に、空調設備の性能が低下している
ことやエレベーターの巻上機及び制御盤の改修並びに３階部分での雨漏りによる屋根改修工事が緊急課題となってい
るところであります。今回幸いにも空調設備及び照明設備の改修においては、平成２２年度奈良県地域グリーンニュー
ディール事業の採択を受け事業補助金を受けるとともに、エレベーター及び屋根改修工事においても、国の「きめ細か
な臨時交付金事業」の採択を得て改修工事に着手できるところである。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標７ 史跡尼寺廃寺跡整備事業の推進 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
整備率 － ７３．０８％ 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
用地買収 ＋ ２５９．２６㎡ 単年
工事延長 ＋ ５１ｍ 単年

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標
市道新設

教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標
史跡尼寺廃寺跡の整備工事

　尼寺廃寺跡は平成１４年３月１９日付けで国史跡に指定されたました。国史跡に指定される遺跡は美術工芸品に例えれば重要文
化財に相当し、後世に伝えなければならない国民共有の財産です。そこで、文化庁から公有化を図って公園として整備するよう指導
がありました。公有化については９０％の補助金（国８０％、県１０％）、整備については国５０％、県は上限１，０００万円の補助があ
ります。また、市にとっても開発から貴重な文化遺産を守って後世に伝えることはもちろんのこと、公園として整備することによって市
民に憩いの場と地域の文化財に触れ合う場を提供して文化財保護意識の向上をはかり、さらに、全国に尼寺廃寺跡をアピールする
ことができます。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標７ 博物館事業の活性化 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
観覧者数 ＋ 10,000人 継続
事業参加者数 ＋ 9,000人 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標
事業の充実と活性化

　二上山博物館では地域文化を積極的に公開する事業展開を進め、市民の年齢層に応じた学習機会の充実につとめているところ
である。しかし、歴史や文化財に関連する類似の事業が各地で開催され参加者が分散している現状にあり、とくに平成22年度は平
城遷都1300年祭の記念事業が県内各地で開催され、この傾向にさらに拍車がかかるものと推測される。博物館ではこれらに影響さ
れない石の博物館ならではの特色ある事業を展開し活性化を図り、一過性にならない継続して学ぶことができる学習環境の整備を
推進している。とくに夏期休暇中の小・中学生と保護者を対象とした体験学習の充実を図っているが、年々参加者が増加し博物館
の夏休みのイベントとして定着してきた。展示においては、昨年常設展の一部をリニューアルし、資料の充実を進めてきたが、収蔵
資料を月毎に入れ替えるスポット展示などでも館蔵品を公開する機会を積極的に増やしていく。また、特別展は、越中（富山県）と大
和の二上山麓における古墳文化を紹介する。



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標７ 指定管理者との連携について 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

　平成22年4月１日より指定管理者とし体育協会にて、社会体育施設の管理運営がはじまっております。

　

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
・管理者主催事業及び市主催事業の指導協力 ＋ 23,160,000円
・市民サービスの向上(利用しやすい環境の整備)

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

教育委員会事務局教育部

取組方法１ 目標指標

　　生涯学習課としては、指定管理導入にむけての当初からの目標である、利用者へのサービスの向上（日常行われる窓口業務に
対しての管理者としての対応力の強化、より利用しやすい環境の整備やスポーツや運動に対する情報の発信等）と効果的な運営及
びと経営コストの節減（ローコスト・ハイリターンを得られるような取り組み）更に、指定管理者が独自性を発揮できる条件の整備や
香芝市の主催する各種事業との連携が図れるよう指導監督が最も重要であると考えます。

使用料収入

に指導・協力



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

1

2

3

議会改革の支援体制の強化を図る

事務局機能の強化を図る

議会の情報提供に関する充実を図る

平成２２年度部局目標

　議会事務局は、「住民の代表である議会」の補佐機関として、議会運営及び議員活動のサポートをする
と共に、正確な議会情報の提供を行い、市民・議員・行政の信頼に応えるために下記の3点を重点目標と
し、考察する。また、本年は、奈良県市議会議長会の会長市としての様々な業務も増えるが、より効率的
に業務を推進する。

重点目標

議会事務局部局名



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
見直し作業 ＋ 完了 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

議会事務局

取組方法１ 目標指標
政務調査費の手引きの見直し

議会改革の支援体制の強化を図る

　　地方分権を推進するための地方自治体の改正により、地方議会が果たす役割は飛躍的に拡大している。これからの
地方議会は、政策の審議、監視、評価だけに止まらず、議会自ら政策立案機能を強く求められている。こうした中で、22
年3月に議会改革特別委員会が設置され、「政務調査の使途に関する審査」「政務調査の使途基準の見直し」「その他議
会運営全般について」などをテーマとして、市議会自体の改革に向けた取り組みが行われる予定である。今年度は、19
年3月に作成された「政務調査費の手引き」の見直しや、その他議会に係る改革が行われる予定である。

取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標２ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 年4回 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

事務局機能の強化を図る 議会事務局

   議会が権能強化し、議員自らが政策立案を行っていくためには、議員をサポートする議会事務局の議事運営能力・調
査法制能力・情報提供能力の充実が前提となる。これを実現するには、専門研修等に積極的に参加し、事務局機能の強
化を図る。

取組方法１ 目標指標
政策法務や議会運営等の研修等の積極的な参加

取組方法２ 目標指標

研修会等の参加



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標３ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ ５Ｐ増×年4回 単年

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

議会の情報提供に関する充実 議会事務局

　現在は、議会だより、議会のホームページにより、市民に議会の情報提供を行っているが、さらに、情報提供の充実を
図るため、市民に開かれた市議会を目指して、市議会の活動をわかりやすく市民に情報を提供する。

取組方法１ 目標指標
議会だよりの紙面のページ数を増やし、紙面の充実を図る 市議会の活動など

取組方法２ 目標指標

広く情報提供を行う



基本方針（ビジョン）

平成２２年度重点目標

優先順位

1

2

3

平成２２年度部局目標

　公金について、安全、確実に管理することを前提に、日々の資金状況を的確に把握することにより、債
権者への支払等に支障をきたすことなく、安全有利な管理・運用に努める。
　公金の支出にあたっては、法令を遵守した適正な審査を行うとともに、迅速な支払に努める。

重点目標

会計管理者部局名

適正な公金の保管・管理・運営事務処理能力の向上

公金の安全有利な運用

多様な収納方法の検討と会計事務の効率化の推進



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標１ 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 1回/年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 1回/年 継続

実績報告（成果と課題）

出納員及び分任出納員の取扱事務の随時検査

会計管理者

取組方法１ 目標指標
新任職員においては研修を実施しているが、担当職員
についても研修を実施する

　本市の会計事務は、課・室（出納員）において、一連の処理が行われており、ほぼ問題なく執行されているところではあるが、さらな
る会計事務の効率化を進める必要がある。しかし、会計制度面における理解が希薄なところもあり、再度徹底していくことが必要で
あると考える。
　特に、現金を扱う所属においては、より一層の適正な公金の保管管理を徹底することが望まれる。
　今後は、職員研修及び実地検査を行うことによって、職員の意識改革を促す。

適正な公金の保管・管理・運営事務処理能力の向上

研修回数

検査回数
取組方法２ 目標指標



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標2 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
－ 10,263,000円 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

取組方法２ 目標指標

一時借入利息(利率
を1％に固定で計算)

会計管理者

取組方法１ 目標指標
一時借入金額を減少させる(前年の5％減)

　厳しい財政状況の中、できる限り増収を図るため、基金や歳計現金等の効率的運用に努める。
　特に、日々の収入や支出、資金状況等を随時、把握することにより一時借入金の抑制に努め、余剰資金においては定期預金等の
運用により利子収入の増に努める。また、年末・年度末に支払が集中することを十分に認識しつつ、資金ショートが起こることのない
ように運営を図る。

公金の安全有利な運用



平成２２年度部局目標個別シート 新規 継続

重点目標3 部局名

現状と課題及び展望（重点目標として設定した理由　：　現状把握と将来予測）

具体的な取り組み（重点目標を達成するために実施すること　：　なにを、いつまでに、どこまで）

方向性 目標値 実績値 単年・継続
＋ 2回/年 継続
＋ 1回/年 継続

方向性 目標値 実績値 単年・継続

実績報告（成果と課題）

会計管理者

取組方法１ 目標指標
多様な決済方法についての検討・研究

　民間の各種支払については電子収納やコンビニエンスストアによる納付、クレジットカード決済、電子マネーなど多様な決済方法
が普及している。多様な決済方法を推進し、市民が公金を納めやすい環境を整備していく必要がある。
　また、市民への公金支払の口座振込払いの徹底、市税等における口座振替納付の推進。

多様な収納方法の検討と会計事務の効率化の推進

研究会等の開催回
先進地の視察

取組方法２ 目標指標




